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1．はじめに
　1994年ll月，文部省は，1992年9月から実施されている，第2土曜日を休日とする月1回
の週5日制を，95年度からは第4土曜日も加えて月2回の週5日制にすることを決あた。懸
案の学校完全週5日制に向けて，一歩駒を進めたのであった。
　1995年4月には，91年以来4年近く休眠状態になっていた中央教育審議会（中教審）を再
開した。有馬朗人・前東京大学学長を会長とする第15期中教審は，村山富市内閣の与謝野馨
文部大臣から，①1999年度の完全学校5日制の導入にむけて，今後の教育の在り方と学校・
家庭・地域社会の役割と連携の在り方，②大学の入学資格年齢を下げる「飛び級」などの例外
措置や，公立学校の中高一貫教育にっいて，一人ひとりの能力・適性に応じた教育と学校間の
接続の改善，③国際化，情報化，科学技術の発展など，社会の変化に対応する教育の在り方，
の3点を中心に諮問された。
　第15期中教審は，翌96年6月に「審議のまとめ」を公表し，同7月には「生きる力」育成
を基本とし，完全学校週5日制の実施と教育内容の「厳選」による学校のスリム化，教員の資
質向上，家庭・地域社会の教育力向上などを骨子とする「第1次答申」を，橋本龍太郎内閣の
奥田幹生文部大臣に提出した。
　これを受けて文部省は，教員の資質向上にっいては，蓮見音彦・東京学芸大学長を会長とす
る教育職員養成審議会（教養審）を発足させ，学校教育のカリキュラムの改定については，三
浦朱門・元文化庁長官を会長とする教育課程審議会（教課審）を発足させた。
　第15期中教審は97年4月で任期切れとなるため，「第2次答申」のまとめ作業は第16期中
教審に引き継いだ。同年6月，第16期中教審は，第2次橋本内閣の小杉隆文部大臣に，公立
中高一貫校の導入や，「飛び入学」を含む入学試験制度の改革などを骨子とする「第2次答申」
を提出した。また，第16期中教審は，同年8月には小杉文相より「幼児期からの心の教育の
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在り方」の諮問を受けた。これは，神戸市の小学生連続殺傷事件を受けたものである。さらに
同年9月，第2次橋本改造内閣の町村信孝文部大臣より「地方分権や教育改革の推進に向けた
地方教育行政の在り方」の諮問を受けた。
　さて，教養審は，97年7月に「第1次答申」を小杉文相に提出した。この答申を受けた橋
本内閣は，翌98年3月に教員免許法「改正」案を閣議決定し，国会に提出した。これは，神
戸の事件以降の一連の少年事件への対応を考慮しての早期決定であった。そして，同年6月
「改正」案は可決成立した。この「改正」は，開放制教員養成制度の否定につながると，教職
課程を持っ私立大学の側の反発が大きい。
　一方，教課審であるが，96年8月27日に第1回総会を開いて審議を開始し，97年ll月17
日の第29回総会において「教育課程の基準の改善の基本方向にっいて（中間まとあ）」を発表
した。その後，同年12月に委員を増員し，98年7月を目途に本答申を提出する予定になって
いる。
　ところで，学校完全週5日制の実施が大命題として設定されての，この数年の動きではある
が，実施予定年度が，1999年度から2003年度へ延期されたものが，98年2月の町村文相の記
者会見によって，1年繰り上げて2002年度から実施されることに決着した。
　そのためには，新しい学習指導要領の作成と，それに基づく教科書の編纂を短期間でまかな
わなければならず，非常に苦しい日程とならざるをえない。
　以上，ここ数年の，文部省による「教育改革」行政の概略を述べたが，詳細な流れについて
は，末尾の「年表」を参照されたい。なお，この一連の流れは，小杉文相の時に「教育改革プ
ログラム」としてまとめられ，橋本内閣の6大改革に位置付けられた。その後，各種審議会の
答申等を受けて，98年4月まで2度の改訂がなされている。
　さて，完全5日制実施による授業時間の縮減が，その教育内容の「厳選」によるスリム化と
して，それぞれの教科・科目がどのような形に再編成されるのかが，教育関係者にとっては最
大の関心事となっている。
　特に，社会科・地理教育にとっては，現行の学習指導要領によって，その内容が大きく改編
された上での再度の改定であり，従来から「地名・物産」の暗記科目という「汚名」を着せら
れていることからも，スリム化の標的にされるおそれは十分にあるのである。
　本稿は，社会科・地理教育の再編過程を，一連の「教育改革」行政を踏まえた上で，主とし
て教課審の「中間まとめ」から読み取ることを目的とするものである。
2．　中教審ならびに文部省の基本姿勢
　1997年11月17日，教育課程審議会（三浦朱門会長）は「中間まとめ」を発表した。その
概要は，①年間授業時数を現行より週当たり2単位時間（年間70単位時間）削減すること，
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②「総合的な学習の時間」（仮称）を創設すること，③外国語（英語）を中学校で必修とする
とともに，小学校でも「総合的な学習の時間」（仮称）で英会話などを実施すること，④中学
校技術・家庭科において「情報基礎」を必修とし，高校には教科「情報」を新設すること，な
どがあげられる。
　これらの内容は，第15期・第16期の中央教育審議会（有馬朗人会長）の路線の上で，教課
審で議論されてきたわけであるから，まずは中教審の第1次答申と第2次答申を振り返ってお
こう。
　中教審は，今後の教育の在り方としては「社会は国際化・情報化・少子化など変化が激しく，
先行き不透明な時代を迎えた」として，「今後求められる資質や能力は，変化の激しい社会を
『生きる力』である」とした。ここで，『生きる力』が，第1のキーワードとなったのである。
では，『生きる力』とは何かということであるが，それは「自分で課題をみっけ，自ら学び，
考え，主体的に判断し，行動し，よりよく問題を解決する能力」であると定義した。そして，
「学校・家庭・地域社会全体を通して『生きる力』を育むこと」を「今後の教育の基本方向」
としたのである。
　また，これからの学校教育の在り方としては「教育内容を『厳選』し，基礎・基本の徹底を
図り，学校をスリム化する」とした。これが，第2のキーワードとも言うべきものである。当
然ながら，学校完全5日制実施のためには，物理的な授業時間数の削減が必要なわけで，その
ためには，教育内容の「厳選」が不可欠であるというわけである。文部省は従来から，教育内
容の「精選」と言ってきたが，それぞれの教科・科目の関係者による「精選」が進まないこと
に業を煮やして，いよいよ「厳選」という文言を使い始めたのである。
　一方，このキーワードには，70年代の後半から80年代の前半にかけて顕在化してきた，
「落ちこぼれ」「校内暴力」「登校拒否」などの「荒れる学校」という教育問題が，それ以降も，
「いじめ」「自殺」「不登校」「保健室登校」「援助交際」「薬物」などを経て，ついには「バタフ
ライナイフ」となって，総じて「壊れる学校」の問題がより深刻化していることへの，” ｶ部省
なりの「解答」が込められていることも明白である。これらの教育問題の根本には，繰り返し
言われているように，日本の教育の構造的な欠陥である受験体制の中での詰め込み教育が存在
するわけで，この知識偏重の教育を転換するために，文部省はすでに「新しい学力観」を打ち
出してきているのである。知識の量のみによって評価するのではなく，観点別評価として「関
心・意欲・態度」を前面に出した。しかしながら，この「新学力観」の定着が十分ではないこ
とに，文部省はまた業を煮やしていたのではないか。ところで，「新学力観」の導入には「生
涯学習」というキーワードが不可欠であることを忘れてはならない。「学校のスリム化」によっ
て削り落とされたものは，「生涯学習」によって補完すれば良いと言うのである。このように，
すでに文部省なりに構築された「解答」があるのではあるが，それがどうもうまく展開しない
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現状を打破するには，何としても早急に，学校完全5日制を導入する必要があると考えたとし
ても，無理からぬものがある。
　そして，子どもたちの「変質」にっいては，文部省は，家庭教育へもその責任を大きく分担
した。これからの家庭教育の在り方としては「子供の教育や人間形成に最終的責任を負うのは
家庭であり，家族が一緒に過ごす時間の確保や父親の家庭教育に対する責任の自覚が重要」と
したのである。
　つまり，「社会全体が『ゆとり』を確保するような条件整備が必要」と提言したのである。
完全学校週5日制は「子供たちに「生きる力』を育み『ゆとり』を回復する今後の教育と軌を
一にするもので，完全実施を目指すべき」とし，「教育内容の厳選，授業時間の縮減を図るな
ど学習指導要領を改訂し，完全学校週5日制の導入を可能にすべきである」とまとあてある。
　また，答申の目玉としては，公立学校への中高一貫教育の導入や，数学・物理分野で特に優
秀な才能を持っ生徒の大学入学年齢を17歳以上（高2修了）とする「飛び入学」の導入が打
ち出された。
　一方，大学・高校の入学者選抜方法の改善を提言し，過度な受験競争への歯止めをかけよう
としてはいる。
3．　教課審「中間まとめ」の「基本的考え方」と社会科・地理教育
　本稿の目的は，教課審が社会科・地理教育に課する「厳選・スリム化」とは何か，というこ
とを考察することにあるが，その前に，繰り返しになるかもしれないが，前提となる考え方に
こだわってみたい。それは，前提となる考え方の中に，社会科・地理教育の担うべき内容にっ
いて関連することが読み取れるし，若干の問題点も指摘し得るからである。
　（1）「中間まとめ」の「基本的考え方」
　「中間まとめ」の「教育課程の基準の改善の基本的考え方」を読むと，前述した中教審の方
針を受けた教課審（そして文部省）の考えている，教育システムの再編成の姿が見えてくる。
以下その趣旨を紹介したい。
　「日本の教育の現状は，過度の受験戦争の影響によって，多くの知識の詰め込み授業となっ
ている。時間的なゆとりがないたあに，落ちこぼれる子供もいる。また，受け身の学習は得意
だが，自ら調べて判断して自分なりの考えを持つことや，それを自己表現する能力は育ってい
ない。一っの正答は求められても，多角的なものの見方や考え方が十分ではない。
　こういうことでは，国際化・情報化・科学技術の進展・環境問題・高齢化・少子化という社
会の変化には対応できない。激しい変化の予想される社会において，主体的・創造的に生きて
いくためには「生きる力」が必要である。子供たちの個性を生かし，学び方や問題解決などの
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資質や能力を育成することが重要だ。また，実生活との関連を図りっっ，体験的な学習や問題
解決的な学習に，じっくりゆとりをもって取り組むことができるようにすることが，極めて重
要である。
　一方，どんなに社会が変化しようとも，時代を超えて変わらない価値あるものを身につける
ことも大切である。他人を思いやる心，生命や人権を尊重する心，自然や美しいものに感動す
る心，正義感，公徳心，ボランティア精神，郷土や国を愛する心，世界の平和，国際親善，国
語をしっかり身につけること，我が国の歴史や文化を学び，それらを大切にする心，社会生活
を営む上で最小限度必要な基礎的・基本的な内容の確実な習得と定着を図ること，などがそれ
にあたる。
　さて，学校週5日制の教育を導入するにあたっては，生涯学習体系の構築を考えていけばよ
い。教育は学校教育のみで完結するのではなく，学校では生涯学習の基礎となる力とともに，
学び方を育成すればよい。
　教育内容にっいては，『ゆとり』のなかで．『生きる力』を育成するために，その後の学習や
生活に必要な最小限度の基礎的・基本的内容に徹底的に厳選する。そして，その基礎・基本は，
繰り返し粘り強く学習させ，確実に習得させる。
　学習指導は，従来の知識注入型の指導法を改め，子供たちが自分で考えたり自分の言葉で表
現したりすることを重視する指導方法とする。その際，教師は，子供たちと共に学び考え，子
供たちの問題解決を助けていく姿勢が大切である。
　学力は，単なる知識の量と捉えず，『生きる力』を身にっけているかどうかで捉えるべきで
ある。」
　以上が，教課審の「中間まとめ」の基本的考え方である。
　この中にも，直接的に，社会科・地理教育に関連すると考えられる文言が出てくる。それは，
「どんなに社会が変化しようとも，時代を超えて変わらない価値あるもの」の中の「郷土や国
を愛する心」である。これは当然ながら，地理教育のみならず歴史教育にも関連する。あるい
は，社会科の視点に立てば，同じく「生命や人権を尊重する心」「世界の平和，国際親善」も
あげられることはまちがいない。さらには，歴史教育にっいての「我が国の歴史や文化を学び，
それらを大切にする心」にも留意したい。いずれも，至極もっともなことであり，これらを面
と向かって否定することは難しい。しかしながら，いわゆる「自由主義史観」の践雇する現在，
その教課審や文部省への影響が完全に無いとは考えられず，「時代を超えて変わらない価値あ
るもの」と言った時に，まず思い浮かばされるものは何かということを考えざるを得ない。も
しも，その文脈での「郷土や国を愛する心」，「我が国の歴史や文化を学び，それらを大切にす
る心」であるとすれば，これは，いかがなものかと言わざるを得ないのではないか。
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　②　「中間まとめ」の「改善のねらい」
　教課審は，「中間まとめ」の基本的考え方に基づいて，「教育課程の基準の改善のねらい」と
して以下の4点をあげている。
　①豊かな人間性や社会性，国際社会に生きる日本人としての自覚を育成すること。
　②自ら学び，自ら考える力を育成すること。
　③ゆとりある教育活動を展開する中で，基礎・基本の確実な定着を図り，個性を生かす教
　　育を充実すること。
　④各学校が創意工夫を生かし特色ある教育を展開すること。
　第1のねらいの前段は，いじめ問題の深刻さなどを考慮し，自我の形成を図るとともに調和
．の取れた豊かな人間性や社会性の育成を重視するとしている。具体的には，相手を思いやる心
や自他の生命や人権を尊重する心，ボランティア精神などを育成するとともに，社会生活上の
ルールや基本的なモラルなどの倫理観や，規範意識，公徳心，正義感，善悪の判断などを育成
する。後段は，中曽根康弘内閣時の臨時教育審議会（臨教審）の路線そのままであるが，国際
社会の中で，日本人としての自覚を持ち，主体的に生きていく上で必要な資質や能力を育成す
ることが重要であるとしている。そのためには，「我が国や郷土の歴史や文化・伝統に対する
理解を深め，これらを愛する心を育成するとともに，広い視野をもって異文化を理解し国際協
調の精神を培うことを重視する必要がある」とした。
　この第1のねらいで，社会科・地理教育の内容に関連する点としては，まず前段の「人間性・
社会性の育成」であろう。「～する心の育成」という表現には抵抗があるかもしれないが，内
容は正しく社会科の教科の目的のひとっではなかろうか。「心の育成」という文言に拒絶反応
を示すのではなく，社会科の本務として受け止めるべきだと考える。とは言えども，後段の国
際化に対応する部分にっいては全文を引用したが，どうしても気になるのは「愛する心の育成」
である。愛国心や愛郷心そのものを否定するっもりはないが，国家権力としての教育行政が強
い指導力を発揮する時には，その裏にあるイデオロギーの存在を無視するわけにはいかない。
今回の「中間まとめ」の特色のひとっは，この「愛情」が頻出することである。ところで，
「広い視野をもって異文化を理解し国際協調の精神を培う」ことについては，社会科・地理教
育の主たる任務と考えるのに問題はなかろう。また，「我が国や郷土の歴史や文化・伝統」の
理解という点においても，これをすべて歴史教育の担当とするのではなく，地誌教育の観点か
ら社会科・地理教育の分担でもあるという主張がある。とくに「文化」の内容が，現行学習指
導要領によって地理の担当と主張されていることは事実である。
　次に第2のねらいであるが，これは「生きる力」に直結するものであり，知識注入型の教育
を転換し，幼児児童生徒に知的好奇心・探求心を持たせ，自ら学ぶ意欲と主体的に学ぶ力を身
にっけさせ，論理的な思考力や判断力，表現力，問題を発見し解決する能力を育成することと
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している。そして，各学校・各教科においては，「体験的な学習，学び方や問題解決能力の育
成を重視した学習を進め」，「幼児児童生徒自らが，一人の人間として，国家・社会の一員とし
て，現在及び未来を主体的・創造的に生きていき，豊かな自己実現を図るようにすることが重
要」としている。ここでうたわれている「問題を発見し解決する能力」は，戦後の初期社会科
が重視したことであるが，それを教課審が焼き直したとは思われない。ここでの文脈は，その
能力よりも，あくまでも，知識注入型教育から「体験的な学習，学び方」を身につける教育へ
の転換ということにあるのではないか。「国家・社会の一員」という文言にっいても，主権者
としての一員という意味合いが込められているのかどうかが問題である。
　第3のねらいにっいては，「厳選された基礎的・基本的な内容を幼児児童生徒がじっくり学
習し，その確実な定着を図る」ζされている。「教育内容の厳選を図る」ことに関して「特に
義務教育で共通に学習すべき内容は社会生活を営む上で必要な内容」とするように記述されて
いる。これは，ある意味では「落ちこぼれ」をなくすための，それこそ基礎的・基本的な対応
とも考えられるが，別な意味では，一般大衆は「読み・書き・算盤」ができれば十分である，
という発想とも受け止められる。というのも，続けて「一人一人のよさや可能性を伸ばし，個
性を生かす教育の一層の充実を図る」，「個に応じた指導の一層の工夫改善を図る」とあり，そ
のために，小学校高学年から「選択能力の育成を重視」する，となっているのであるが，ここ
には，能力別の選別教育のにおいがただよう。端的に言えば，頭の悪い子に難しい内容を教え
るから「落ちこぼれる」のであり，実際に社会に出て使われる能力は「読み・書き・算盤」で
あり，因数分解や微分・積分は不必要，ということではないか。選別教育と習熟度別教育は異
なることを再確認したい。
　第4のねらいは，表面的には，今回の「教育改革」の目玉とされている「総合的な学習の時
間」（仮称）を創設し，各学校で創意工夫を生かせ，と読めるのであるが，実は，もっと大き
な内容の変化を含む。っまり，これからの学校教育は，地域や学校そして幼児児童生徒の実態
に応じて，教育課程の基準も大綱化し，時間割においても1単位時間や授業時数の運用の一層
の弾力化を図れ，というのである。これも，臨教審以来の「教育の自由化」の体現であり，考
えようによっては，従来の文部省・都道府県教委・市町村教委という階層的な「指導」の構造
を転換しようというものであり，画期的な提言かもしれないが，学校現場にとっては，長年に
わたって厳しく縛っておきながら，ある日突然自己責任によって自由競争の荒波に投げこま
れたということになりかねなく，相当な混乱を招きかねない。
　（3）「中間まとめ」の「横断的・総合的な課題」
　「中間まとめ」では，「各学校段階・各教科等を通じた横断的・総合的な課題」として，道徳
教育，国際化への対応，情報化への対応，環境問題への対応，高齢社会への対応，横断的・総
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合的な学習など，の6課題を提示している。ここでは，社会科・地理教育に関連する課題につ
いて検討を加えたい。
　「国際化への対応」にっいては，先述のように「我が国の歴史や文化・伝統に誇りと愛情を
もち，……広い視野をもって異文化を理解し，異なる文化や習慣をもった人々と偏見をもたず
に自然に交流し共に生きていくための資質や能力の育成を図る」ための教育は，現在，社会科・
地理歴史科・外国語科を中心に行われているが，この課題は一層重要なので，「総合的な学習
の時間」（仮称）においても充実を図ることとし，その際は，アジア諸国等に一層目を向ける
よう留意せよ，となっている。この記述にっいては，「愛情」にひっかかりはあるものの，社
会科・地理教育が目標としてきた内容として理解してよいのではなかろうか。
　次に「環境問題への対応」では，「環境教育は，現在，小学校，中学校及び高等学校を通じ
て，社会科や理科を中心に各教科等の特性等に応じ，またそれらの連携を図りっっ，環境問題
や環境と人間とのかかわりに対する理解を深めることとされている」とあるが，こだわって言
えば，「社会科や理科を中心に各教科」ではなく，国際化への対応と同様に，「社会科・地理歴
史科・理科を……」とあるべきであった。高校地歴科の地理A・地理Bにおいて，環境問題は
重要なテーマである。文部省・教課審サイドの地理A・地理Bに対する認識の程度がうかがわ
れる。また，続けてこう述べている。「環境問題に対する社会の関心が一層高まる中で，環境
やエネルギーについての理解を深め，環境を大切にする心を育成するとともに，環境の保全や
よりよい環境の創造のために主体的に行動する実践的な態度や資質，能力を育成することは今
後ますます重要」であり，「各教科，道徳特別活動及び『総合的な学習の時間』（仮称）のそ
れぞれにおいて，地域の実情を踏まえた環境に関する学習を充実」し，「身近な自然環境から
地球規模の環境までを対象に環境を調べる学習など，問題解決的な学習や作業的な学習，体験
的な学習を一層重視しする」と記述してある。文中の「エネルギー」も，資源・エネルギーと
して地理教育の大きな柱である。環境教育が，道徳において展開されるよりも，社会科・地理
教育において展開される方が理にかなっていると考える。
　さらに「高齢化社会への対応」では，現在，小・中・高を通じて，社会科，保健体育科，家
庭科などの教科等で扱われているが，この課題の重要性に鑑み，環境問題同様，各教科，道徳
特別活動及び「総合的な学習の時間」（仮称）で理解を深めると同時に，介護・福祉に関する
ボランティア活動を体験することを重視すると述べている。
　最後に，「横断的・総合的な学習など」では，「国際理解・外国語会話，情報，環境，福祉な
ど児童生徒の興味・関心に基づく課題について横断的・総合的な学習を推進し，学校の創意工
夫を生かした特色ある教育活動を一層展開できるようにするため，小学校，中学校及び高等学
校に，『総合的な学習の時間』（仮称）を創設する」と宣言している。
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4．　「総合的な学習の時間」（仮称）と社会科・地理教育
　「総合的な学習の時間」（仮称）の創設は，今回の教課審答申の目玉のひとっであり，教科以
外の教育活動として，現行の「教育課程の領域（小中学校：各教科・道徳・特別活動の3領域
高校：各教科・特別活動の2領域）」に，新たにっけ加えられることになった。11、学校では，
すでに，総合的な教科である生活科が設置されていることから，3年次以上におかれる。そし
て，小中学校ともに年間70単位時間以上を配当することになった。高校では，必修とされる
が，詳細については明確ではない。本答申を待たねばならない。
　「総合的な学習の時間」（仮称）のねらいは，「自ら課題を見っけ，よりよく課題を解決する
資質や能力の育成を重視し，自らの興味・関心に基づき，ゆとりをもって課題解決や探究活動
に主体的，創造的に取り組む態度の育成を図る」とされ，さらに，「知識内容を教えこむので
はなく，情報の集め方，調べ方，まとめ方，報告や発表・討論の仕方などの学び方やものの考
え方の習得を重視」するとされた。
　「総合的な学習の時間」（仮称）の学習活動については，前述の「横断的・総合的課題」など
について，地域や学校の実態に応じ，各学校の創意工夫の下で，自然体験やボランティアなど
の社会体験という実体験，観察・実験，調査，ものづくりや生産活動など体験的な学習，問題
解決的な学習を重視するとなっている。授業にっいては，ある時期に集中的に行なうことがで
きるように弾力的に設定することや，グループ学習・異年齢集団による学習も構想されている。
さらには，指導体制について，外部の人材の協力も得っっ，異なる教科の教師が協力し，全教
員が一体となって指導に当たるなどの工夫もせよと記述されている。また，校内にとどまらず
地域の豊かな教材や学習環境を積極的に活用することも考慮せよとされている。特筆すべきは
評価であって，通常の教科のように試験の成績で数値的に評価してはならず，活動への参加状
況，参加意欲，報告書などから学習の成果を適切に評価するなどの工夫をすることとされた。
　さて，この「総合的な学習の時間」（仮称）と社会科・地理教育の関係をどう考えるか，と
いうことであるが，解説の文言の中に，多々，社会科・地理教育の得意とするところが出てい
るのは事実である。問題発見と問題解決の学習という枠組みから始まり，校内という狭い範囲
を超えた地域という豊かなフィールドで情報を集める調査学習を行ない，それを発表したり報
告書にまとめたりする学習であるから，これは，素直に考えれば，社会科・地理教育そのもの
と言えなくもない。しかも，例示されている「横断的・総合的課題」が，国際理解であり環境
であれば，ますます，これこそ社会科・地理教育の領分であると受けとあられよう。
　そこから，かっての「現代社会」がそうであったように，地理の教員が「総合的な学習の時
間」（仮称）のコーディネーターとなり，例えば，地球環境問題や南北問題などのテーマを深
めることができるのではないか，という考え方が成り立つ。
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　しかしながら，いくっかの問題点も指摘できよう。まずは，各学校段階で，本当に，「総合
的な学習の時間」（仮称）が機能し得るのかという不安が残る。中高の，いわゆる受験進学校
では，この看板の下で受験のための補習授業が行われないとも限らないからである。なぜなら
ば，「横断的・総合的課題」の「国際理解」は，常に中黒（・）で「外国語会話」と結びつけ
られているのである。これは，文部省・教課審の考える国際理解教育は，まず第1にコミュニ
ケーション能力の育成であって，社会科・地理教育の考える国際理解教育とは根本のところで
違っているのではないかと思われる。次に，この時間が新設であるがゆえに，「中間まとめ」
の基本にある考え方が大変直接的に反映されているという点である。それは，知識ではなく方
法の習得ということである。態度の育成であり，集め方・調べ方・まとめ方・報告の仕方の習
得なのである。さらには，教課審の主要なメンバーが雑誌のインタビューで次のように語って
いる。「総合的学習で大事なことは，それは徹底した体験学習であるということです。総合的
学習を，教科書にのっている知識や技能を身にっけるものと捉えてはなりません。体験を通し
て学習する中で必要な基礎基本を獲得していくことが大切です。これが生きて働く力というこ
とになります。そういうことを狙っているのが総合的学習なのです。（河野重男委員『総合教
育技術』98年1月号）」ということは，「生きる力」は「生きて働く力」なのであり，「徹底し
た体験」によってそれを身にっけさせるということになってしまう。
　「総合的な学習の時間」（仮称）にっいては，本答申とそれに基づく新学習指導要領で，どの
程度の位置付けになるかを確認するまでは，きちんとした評価のしようがない。教課審の議事
録を読むと，この「総合的な学習の時間」（仮称）を突破口にして，日本の学校教育の枠組み
を一大転換するかのような発言も見られるが，はたして審議会全体のコンセンサスを得ている
のかと言えば，案外それほどのことでもないのかもしれない。
5．　教課審「中間まとめ」における「社会，地理歴史，公民」の内容
　（1）「社会，地理歴史，公民」についての「現状と課題」
　教課審は，今回の答申では，小学校と中学校の現行の教科・科目の構成については，妥当な
ものであるとして，大きな変化はない模様である。高校においても，教科「情報」（仮称）の
新設程度で，一部で予測された大規模な変更はないようだ。少なくとも，社会科・地理歴史科・
公民科の科目構成に変化はなかった。2002年という設定が足かせとなり，大胆な改編は時間
的に無理と判断されたのであろう。そのかわり，教科の再編・統合にっいては，常設の委員会
を新設して，2002年以後に向けて動き出す段取りとなっている。社会科・地理教育で最も危
惧された，地理教育の消滅という最悪の事態は先送りにされたが，中学校社会科の時間数の縮
減とともに，新学習指導要領に提示される内容の変化は覚悟していなければならない。
　さて，「中間まとめ」によれば，社会科・地理歴史科・公民科の現状と課題は，以下のとお
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りである。「社会科，地理歴史科，公民科教育は，我が国の国土や歴史に対する理解と愛情を
深め，社会に対する多面的な見方を培い，国際社会に生きる民主的，平和的な国家・社会の形
成者として必要な公民的資質を養うことをねらいとしている。（中略）児童生徒の学習状況に
ついては，年号や地名，地域・日本・世界の社会や産業などに関する知識や提示された課題を
調べる態度は比較的身に付けているが，それらの知識を基に様々な視点から諸地域の特色や歴
史的事象などを考察したり，また，それらを自分なりに考えて意見を述べたりする能力につい
ては，十分でない面が見られる。」
　この文章の後段の部分であるが，このような判断を下したのは文部省であろうが，その根拠
は何かということがまず問題となろう。文部省は，児童生徒の学習状況にっいて，どのような
データを中教審なり教課審へ提示しているのか明らかにすべきである。社会科・地理教育に関
わる多くの教師は，「地名，地域・日本・世界の社会や産業などに関する知識を基に，様々な
視点から諸地域の特色を考察したり，また，それらを自分なりに考えて意見を述べ」れるよう
な教育実践を行なっているのである。数多くの良心的な実践報告を見れば，一目瞭然である。
　②　「社会，地理歴史，公民」についての「改善の内容・厳選例」と社会科・地理教育
　さて，上述の「現状と課題」をふまえて「改善の内容」の方針として，「網羅的で知識の記
憶に偏った学習にならないよう，……学び方や調べ方の学習，作業的・体験的な学習や課題学
習など児童生徒の主体的な学習を通して，日本や世界の諸事象を多面的に考察し，公正に判断
する能力や態度，我が国の国土や歴史に対する理解と愛情，国際協調の精神など国際社会に生
きる日本人としての資質をしっかりと育成する」ということを示した。
　以下，「中間まとめ」のいう「改善の内容・厳選例」のうち，おもに社会科・地理教育に関
わる点を列挙し，いくっか問題点を指摘したい。
　小学校では，第3・4学年での地域社会の学習を，生活科との関連を考慮しっっ，地域に密
着した学習が一層弾力的に展開できるようにするために，目標及び内容を2学年まとめて示し，
事例を一層選択して取り扱うようにする。第4・5学年の我が国の産業や国土の学習では，第
4学年の内容を第5学年に移行し精選，統合する。また，事例を選択し，各種の資料や調査を
通した学習が一層重点的に展開できるようにし，我が国の産業や国土への理解と愛情を一層深
める。
　中学校では，地理的分野にっいては，日本の諸地域学習が網羅的な学習になっている現状に
かんがみ，国土の特色と世界を比較して明らかにする学習を重視し，幾っかの事例を通して地
域的特色の調べ方などを学ぶことができる学習を新たに導入し，広い視野から国土の理解を深
めるとともに，諸地域の特色をとらえる見方や考え方を育成する。具体的な厳選例としては，
時間数の縮減（週4単位時間→3単位時間）にも対応するために，「日本と世界の結びっき」
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の部分を一っの項目に精選，統合する。また，「日本の諸地域」にっいては，幾つかの事例地
域を選んで学習できるようにする。
　高等学校では，地理歴史科にっいては，文化史や地誌などの網羅的な学習や難解な事柄の教
え込みになりがちな現状にかんがみ，現行の科目構成は維持しっっ，各科目の内容を精選し，
例えば地域の変容や衣食住などにっいての主題を設定し追求する学習を重視し，歴史的，地理
的な見方や考え方を身に付け，多面的な考察を一層深める。また，教科書の記述が網羅的，羅
列的にならず，学習指導要領の趣旨が適切に反映されるよう，学習指導要領の示し方を工夫す
る。具体的な厳選例としては，科目内で内容を選択して学習する仕組みを一層拡充し，重点を
おいて学習できるようにする。
　以上のことから明らかなことは，ひとっは「事例主義」のさらなる導入であり，ひとつは
「地理的ものの見方・考え方」の一層の展開である。
　社会科・地理教育にとって，現行学習指導要領の最大の問題点は，異常なまでの拘束力を持
つ事例主義の導入であり「見方・考え方」論の導入であった。従来の社会科・地理教育への古
典的な批判でもある網羅主義・羅列主義を，文部省の側から打破せんがための，強引とも言え
る導入であったのだが，これが教育現場に与えた混乱・反発は予想以上に大きかった。
　ところが，大枠としての「学校のスリム化・時間数の縮減・内容の厳選」を展開するたあに
は，事例主義と「見方・考え方」論こそが都合の良い方策であると考えたのであろう。そのた
め，小中高という各学校段階をっらぬいて，地理・歴史・公民という科目の枠をっらぬいて導
入されることになってしまった。
　具体的に言えば，中学社会の地理的分野では，従来の7地方区分が完全に否定されるであろ
うし，高校地歴科の地理A・Bでは，現行の2～3という事例数がさらに削減されるのではな
いだろうか。そして，「地理的ものの見方・考え方」あるいは「学び方・調べ方・まとめ方」
に重点の置かれた新学習指導要領が提示されるのではないかと推測される。
　繰り返しになるが，日程的な制約から，現行の学習指導要領を下敷きにしたものしか作成で
きないのかもしれないが，現行の学習指導要領に対する批判にっいて，文部省は謙虚に耳を傾
けた上での新学習指導要領でありたいものだ。
6．　おわりに
　以上のように，文部省の「教育改革」の動きをふまえ，2002年から実施される完全学校週5
日制にともなう教育課程の改定の状況を，’教課審「中間まとめ」に見て，社会科・地理教育が
どのように「変貌」するのかを予察した。
　教課審「中間まとめ」の段階であり，新しい学習指導要領でどのように示されるかが不明の
段階ではあるが，基本的な変化の背景をおさえて，21世紀初頭の社会科・地理教育の姿を構
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想し，今後，具体的な対応策を考えていカ｝なければならない。
　日程的な制約から，教科・科目の構成に大きな変化はなかったが，教課審での議論を議事録
から見ると，「総合的な学習の時間」（仮称）を突破口にする形で，現行の教科構成を抜本的に
改定する論調は依然としてあなどれないものがあるように思われてならない。っまり，現在作
成されているであろう新学習指導要領の次の改定（2010年代か）の時に，社会科とか地理，
歴史，公民というような名称すら消滅するような動きがあるかと危惧される。
　いずれにせよ，社会科・地理教育としては，完全学校週5日制という大前提に立って，教育
実践の現場からの視点で，社会科・地理教育の内容の「スリム化」を考えていかねばならない
だろう。これからは，そういう議論を深めていかねばならない。
　さて，蛇足かもしれないが，教課審の第1回総会（96年8月27日）の折，事務当局から
「審議会等の透明化，見直し等にっいて」の閣議決定（95年9月）について説明があり，教課
審としては，会議及び議事録は非公開とし，議事要旨は公開することになった。その後，第7
回総会（97年1月23日）にて，議事は非公開とするが，議事録を作成し公開することに変更
した。
　この議事要旨ならびに議事録は，文部省のホームページ．にアクセスすることによって読むこ
とができる《http：／／www．monbu．go．jp／singi／katei》。
　議事録公開になってからは，発言者の名前は隠されているが，各委員がどういうレベルで発
言をしているのかがわかり興味深い。情報公開としては，一歩前進かもしれないのだが，98
年6月1Ei現在，第27回総会（97年10月23日）以降の総会の議事録が公表されていないし，
社会科・地理歴史科・公民科に関する分科会の議事録も公表されていない。6か月以上も公表
されないということは，閣議決定の趣旨に反しているのではないか。ちなみに，教育職員養成
審議会（教養審）は，審議を報道陣に公開している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
追記：教課審の議事録公開にっいては，98年6月中旬，半年遅れで第27回～30回総会㊧も
　　　のがホームページ上に公表された。同年6月22日，教課審は「審議のまとめ」を公
　　　表したが，同日現在，第31回以降の総会と，中学校教育課程・高等学校教育課程の
　　　両分科審議会の議事録，ならびに「社会・地理歴史・公民」委員会の議事要旨は公開
　　　されないままである。本稿執筆時以降の動きについては，「年表」に，できるだけ最
　　　新の事項を加筆した。編集担当には，記して謝する次第です。なお，教課審の「審議
　　　のまとめ」の内容は，「中間まとめ」を大きく越えるもめではない。　　　　　圏
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文部省「教育改革」行政と教育課程審議会に関する年表
1994．ll．10　文部省の調査研究協力者会議（主査・幸田三郎前共立女子大学長）が，10月上旬発足後計5
　　回の会議の「審議のまとめ」として，全国の公立小中高校で95年度より第4土曜日も休日とする，
　　月2回の学校5日制を提言し決定された。月1回の週5日制（第2土曜日）は，1992年9月から実
　　施されている。
19952．19与謝野馨文相（村山富市内閣）は，1991年4月以来4年近く休眠状態になっている中央教
　　育審議会を4月にも再開させることを決定した。諮問内容は，完全学校週5日制の導入に向けた学校
　　教育の役割の見直しの予定。
1995　3．8　第15期中教審の会長に，前東大学長の有馬朗人・理化学研究所理事長の就任が内定した。
　　委員は18名で，俵万智（歌人）・川口順子（元通産省官房審議官・サントリー常務）・永井多恵子
　　（NHK解説委員）の女性3名の委員起用は過去最高。江崎玲於奈・筑波大学長や河合隼雄・国際日
　　本文化研究センター名誉教授などの学者が多く，公立学校の教員は皆無。
1995．4．19毎日新聞は「99年度から学校週5日。大学へは“飛び級”も」という見出しで，文部省の
　　方針と中教審への諮問内容を，夕刊1面で大きく報道。
19954．20文部省は，26日に発足する第15期中教審の諮問内容を公表。「21世紀を展望した我が国の
　　教育のあり方について」と題し，検討事項は次の3点。①今後の教育のあり方と学校・家庭・地域社
　　会の役割と連携のあり方。②一人ひとりの能力・適性に応じた教育と学校間の接続の改善。③国際化
　　情報化，科学技術の発展などの変化に対応する教育のあり方。
1995．4．24　文部省は，小・中・高校の教育課程を見直すため，基礎的な検討を行なう専門家会議を4月
　　28日に発足させると発表。教育学の研究者や小・中・高校の校長ら計20名で構成。主な検討事項は，
　　①教育課程の編成に関する基礎的事項，②戦後の教育課程の編成，③欧米諸国などの現状，④現行の
　　教育課程の問題点など。
19954．26　第15期中教審の第1回総会開催。会長に有馬朗人・前東大学長，副会長に鳥居泰彦・慶慮
　　義塾長を選出。与謝野馨文相は，「21世紀を展望した我が国の教育の在り方について」と題して，①
　　1999年度の完全学校5日制の導入にむけて，今後の教育の在り方と学校・家庭・地域社会の役割と
　　連携の在り方，②大学の入学資格年齢を下げる「飛び級」などの例外措置や，公立学校の中高一貫教
　　育にっいて，一人ひとりの能力・適性に応じた教育と学校間の接続の改善，③国際化，情報化，科学
　　技術の発展など，社会の変化に対応する教育の在り方，の3点を中心に諮問した。
1995　6．7　第15期中教審の第2回総会。「学校・家庭・地域の役割」を中心とした自由討議で，「家庭
　　の教育力の向上を」「学校が教育に対してすべての責任を負わず，家庭や地域社会に任せた方がいい」
　　「父親はもっと教育に積極的に参加すべき」という声が相次いだ。
1995　9．26　第15期中教審の第1小委員会（座長・河野重男・東京家政学院大学長）は第2回の会合を
　　開いた。学校完全5日制の実施をにらみ，学校で教える教科を思いきって精選し，授業の時間数も削
　　減をめざすことで各委員の意見がおおむね一致した。
1996．1．11橋本龍太郎内閣発足。文部大臣は奥田幹生。
1996．2．22　毎日新聞は，第1小委員会（河野重男座長）の審議報告素案の要旨を報道。今後の教育の在
　　り方としては「社会は国際化・情報化・少子化など変化が激しく，先行き不透明な時代を迎えた。今
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後求められる資質や能力は，変化の激しい社会を『生きる力』である」として，『生きる力』とは
「自分で課題をみつけ，自ら学び，考え，主体的に判断し，行動し，よりよく問題を解決する能力」
であると定義し，「学校・家庭・地域社会全体を通して『生きる力』を育むこと」を「今後の教育の
基本方向」とした。これからの学校教育の在り方としては「教育内容を『厳選』し，基礎・基本の徹
底を図り，学校をスリム化する」とした。これからの家庭教育の在り方としては「子供の教育や人闘
形成に最終的責任を負うのは家庭であり，家族が一緒に過ごす時間の確保や父親の家庭教育に対する
責任の自覚が重要」とした。そして「社会全体が『ゆとり』を確保するような条件整備が必要」と提
言。完全学校週5日制は「子供たちに『生きる力』を育み『ゆとり』を回復する今後の教育と軌を一
にするもので，完全実施を目指すべき」とし，「教育内容の厳選，授業時間の縮減を図るなど学習指
導要領を改訂し，完全学校週5日制の導入を可能にすべきである」とまとめてある。
1996．3．21第15期中教審の第6回総会開催。第1小委員会（河野重男座長）の中間報告を大筋で了承
　　した。骨子は「生きる力」と「ゆとり」。学校5日制は「完全実施を目指す」とし，次期の教育課程
　　改訂で「教育内容の『厳選』と基礎・基本の徹底」を図る。「総合的学習をおこなう時間」の設置や
　　「中学校卒業程度認定試験」の有効活用も検討するとした。
1996　3．27　第15期中教審の第2小委員会（座長・木村孟・東工大学長）は会合を開き，
　　語教育は総合学習の時間を利用する方針とした。5月の総会に中間報告を出す予定。
小学校での英
1996．4．9　毎日新聞は，中教審が，有名大学出身者を偏重採用している現在の企業採用の在り方の見直
　　しを産業界に求めることを決めたと，1面トップで報道。これは，第14期中教審の提言を引き継ぐ
　　もので，受験競争の過熱に拍車をかけ，学校週5日制定着の流れに逆行する問題の元を断っ目的。
1996．5。ll毎日新聞は，文部省の判断として，学校完全週5日制の実施は21世紀初頭になる見通しが
　　強まったと，1面トップで報道。これは，学習指導要領の改訂のみで踏み切るのではなく，新しい教
　　科書の編集・検定の日程を考えると今世紀中は無理と判断したもの。
1996．5。17第15期中教審の第2小委員会（座長・木村孟・東工大学長）は「審議のまとめ」を決めた。
　　小学校での英会話の機会を設けることや，情報教育の推進を提案。
1996．6．18第15期中教審は，学校週5日制の完全実施を柱とする「審議まとめ」を公表。この中で，
　　今後の教育の基本方向として，社会の変化に的確・迅速に対応することを挙げ，求められる資質は，
　　自ら課題を考え，主体的に判断する能力と豊かな人間性・個性を持った「生きる力」と定義。それを
　　育む「ゆとり」確保など教育改革の一環として，学校週5日制は「完全実施を目指すべきだ」と明記
　　した。また，教育内容は基礎・基本に厳選し，授業時数を縮減する。さらに，地域社会の教育環境充
　　実を求め，教育に最終的な責任を負うのは家庭と強調。また，いじめ・登校拒否を特に重要な課題と
　　し，登校拒否の子供には「中学校卒業程度認定試験」の活用を例示した。国際化への対応としては小
　　学校での英会話に触れ，情報化への対応としてはすべての学校がインターネットに接続することも指
　　摘した。
1996．7．19　第15期中教審は，奥田幹生文相に第1次答申を提出。「生きる力」tt育成を基本とし，完全学
　　校週2日制の実施と教育内容の「厳選」による学校のスリム化と，家庭・地域社会の教育力向上を提
　　起し，社会全体に「ゆとり」回復を求めている。中教審は，97年3月の任期までの後半審議（受験
　　競争の緩和・入試改革など）をすすめ第2次答申を出す予定。
　　　奥田幹生文相は閣議後の記者会見で，中教審答申を踏まえた新たな学習指導要領を策定する教育課
　　程審議会を8月下旬に発足させることと，教職員の資質向上策を考える教育職員養成審議会（教養審）
　　は7月29日に再開することを表明。
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1996　7．　29　「教員の資質向上」を求めた第15期中教審の答申を受け，奥田幹生文相は，教育職員養成審
　　議会（教養審・会長・蓮見音彦・東京学芸大学長）に「新たな時代に向けた教員養成の改善方策」を
　　諮問。具体的には，①教員養成課程のカリキュラムの改善，②修士課程を積極活用した養成の在り方，
　　を柱に，いじめ対策などに効果のあるカウンセリングや教育相談の能力の育成，国際化・情報化・環
　　境問題など新しい教育内容に応じた養成課程見直し，教員免許取得に必要な教育実習の拡充，体験的
　　実習など効果的な教育方法の導入などを挙げている。また，専門性を高めるための修士課程活用策や，
　　養成段階と採用・研修段階との連携策，教員養成に当たる大学教員の指導力向上策も対象にする。教
　　養審への本格的な諮問は「初任者研修」を柱にした前回以来10年ぶり。
1996　8．14　毎日新聞は，中教審委員に日教組関係者を起用する動きが自民党内で活発になっていると報
　　道。第15期では実現できなかったが，次期では横山英一・前委員長の起用が有力視されている。
1996。8．27教育課程審議会発足。第1回総会を開き，25名の委員から会長に三浦朱門・元文化庁長官，
　　副会長に西澤潤一・東北大学長を互選。奥田幹生文相は，7月に出された中教審の1次答申を踏まえ
　　て，「完全学校週5日制のもとで各学校がゆとりのある教育活動を展開し，一人ひとりの「生きる力』
　　を育成するための教育内容の在り方」を諮問。教課審の発足は，1985年9月以来11年ぶりで戦後6
　　度目。98年3月頃に答申を出す予定。出席委員21人。
1996　9．　26　教課審第2回総会（出席委員18人）。運営委員会（委員は会長一任）を設置することになっ
　　た。学校教育の現状にっいて自由討議。「総合的な学習の時間」にふれる発言あり。
1996。10．14　教課審第3回総会（出席委員19人）。幼・小・中・高・盲・聾・養護の校種別に教育の現状
　　と課題を討議。「新学力観」の理解が，親や教師において不十分という指摘があった。
1996．ll．4　中教審は，神戸市内で公開形式の会議「一日中教審」を開いた。95年11月ll日に続いて2
　　回目。約200人の傍聴者が見守る中，中高一貫教育や入試改革などにっいて，6人の提言応募者が意
　　見を発表した。
1996．ll．7第2次橋本内閣発足。文部大臣は小杉隆。
1996．11．　18　教課審第4回総会（出席委員21人）。小杉隆文相の挨拶。前回同様に各校種別に教育の現状
　　と課題を討議。「これからの学校教育においては，知識よりも，学び方や方法的な部分を重視する必
　　要あり」という発言があった。
1996．12．3　教課審第5回総会（出席委員20人）。各教科等の教育の現状と課題について討議された。教
　　育内容の厳選や，歴史教育，社会科，生活科などについての発言があった。
1996．12．5　行政改革委員会（飯田庸太郎委員長）規制緩和小委員会（宮内義彦座長）は，最終報告を発
　　表。教育分野では，公立小中学校の就学地域を限定している学区制の弾力化，教科書検定制度の透明
　　化，教科書採択における学校単位の採択の意義の重視（現在の共同採択制度の将来的転換），社会人
　　の特別非常勤講師登用促進，中学校卒業程度認定試験の弾力化，大学の校地面積基準の弾力化を提言。
1996．12．12　教課審第6回総会（出席委員14人）。前回同様，各教科にっいての教育の現状と課題にっい
　　て討議。
1996．12．13教養審は，非公開だった審議を報道陣に公開することを決め，即日実施。また，会長に蓮見
　　音彦・東京学芸大学長，副会長に森隆夫・お茶の水女子大学大学院人間文化研究科長を互選した。
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1997．1．23　教課審第7回総会（出席委員18人）。今後の教育課程の在り方にっいて，以下の関係団体か
　　ら意見聴取を行なった。全国連合小学校長会，全日本中学校長会，全国高等学校校長協会，全国国公
　　立幼稚園長会，全国特殊学校長会，全日本私立幼稚園連合会，日本私立小学校連合会，日本私立中学
　　高等学校連合会，都道府県教育長協議会，全国市町村教育委員会連合会，日本PTA全国協議会，全
　　国高等学校PTA連合会，全日本教職員連盟，日本高等学校教職員組合，日本教職員組合，全日本教
　　職員組合，国立大学協会，経済団体連合会の18団体。議事の取扱について協議し，議事は非公開で
　　あるが，次回より議事録を作成し公開することになった。
1997　1．24　小杉隆文相は，橋本龍太郎首相に，完全学校週5日制2003年度開始などを骨子とした「教
　　育改革プログラム」を提出。
1997．2．19第15期中教審の第1小委員会（河野重男座長）は，公立学校への中高一貫教育導入を適当
　　とする座長素案を大筋で了承した。実施方法としては，①市町村立中学と都道府県立高校の結合，②
　　都道府県立中学・高校や市町村立中学・高校など同一設置者による形態，③6年制中等学校，の3形
　　態が案として上がった。
1997．2．26　教課審第8回総会（出席委員20人）。今回より「中間まとめ」まで，次の3段階に分けて審
　　議することになった。「教育課程の基本的在り方・枠組み等について」「各教科等の改善の基本方針等
　　について」「中間まとめ案について」。本日のテーマは，「これからの初等中等教育段階の学校の役割
　　について，どのように考えたらよいか」と「各学校段階の教育の役割と教育の内容の重点化などをど
　　のように考えるか」
19972．27第15期中教審の総会で，答申のまとlb作業を第16期中教審に引き継ぐことを決めた。第
　　15期中教審委員の任期が4月9日で切れるためで，新中教審でさらに検討を重ねた上で6月に答申
　　を行なう。有馬朗人会長は総会後の記者会見で，私見とした上で「大学入試センター試験の問題作成
　　委員に高校教員を起用し意見を取り入れていくべきだ」と述べた。
1997．3．11教課審第9回総会（出席委員18人）。「学校教育の基本的在り方」および「各学校段階の教
　　育の役割と重点化」にっいて審議し，新たに「教科・科目，領域の構成の在り方と『総合的な学習の
　　時閤』の在り方」もテーマとなった。
1997．3．　24　教課審第10回総会（出席委員19人）。前回同様，「教科・科目，領域の構成の在り方と『総
　　合的な学習の時間』の在り方」を審議したが，冒頭，「現行の教科・科目は基本的に動かさない」方
　　針が確認された。将来の大幅な教科・科目枠の変更に備える意味で，「総合的な学習の時間」を試行
　　する意見も出された。また，新たに「授業時数，単位数，授業日数などの基本的在り方」にっいても
　　審議した。中教審答申の「授業時間の縮減」を，教課審でどう受け止めるかということであった。
1997。4．6毎日新聞は朝刊1面トップに「入試ない『中高一貫』導入。大学へ17歳入学も。中教審報
　　告案まとまる。あす総会に提示」という見出しで，第1・第2両小委員会の審議報告案の要旨を報道。
1997　4．7　第15期中教審（有馬朗人会長）は，最後の総会を開催。第1・第2両小委員会から，①過
　　度の受験競争を緩和するため，大学・高校入試で面接。調査書などを組み合わせる，②学校制度の選
　　択の幅を広げるために，公立高に中高一貫教育を導入する，③数学・物理の分野で特に優れた才能を
　　持っ高校生の大学入学年齢を緩和するなどが報告され承認された。これらの課題を「第16期中教審
　　で議論をさらに深める必要がある」との会長談話をまとめた。第16期中教審の委員は，4月ll日の
　　閣議で了承され，18日に発足予定。
1997，4。15　教育職員養成審議会（教養審）のカリキュラム特別委員会が開かれ，中学校の教育実習の期
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間を現在の2週間から4週間に延長することで，各委員の意見がほぼ一致した。
19974．18第16期中央教育審議会の第1回総会開催。正副会長には，第15期の有馬朗人会長と鳥居泰
　　彦副会長を選出。第15期のほとんどの委員は留任し，新たに横山英一・前日教組委員長ら3名が加
　　わった。今期中教審は，第15期から検討してきた公立の中高一貫教育や，大学・高校の入試改革な
　　どの課題を引き続き議論し，6月の答申を目指す。小杉隆文相は「過度の受験競争の緩和を図る観点
　　から，大学入試センター試験と個別試験の在り方などの審議を深めてほしい」とあいさっ。第1・第
　　2の小委員会の設置を決め，これも第15期同様にそれぞれ河野重男座長と木村孟座長を選んだ。
1997　4．30　教課審第12回総会（出席委員20人）。「高等学校教育の基本的枠組み等」にっいてと，前回
　　の続きで「中学校における必修と選択」にっいて審議した。高等学校においても，卒業単位数を削減
　　するとともに，必修科目を減らすべきという意見が出された。中学校にっいては，「今度の改訂の重
　　要な課題の一っ」という認識の下で議論がなされ，「総合的な学習の時間」の内容についてと，外国
　　語の必修化が強く打ち出された。
1997．5．9教養審の「カリキュラム特別委員会」（主査・高倉翔・明海大学教授）は，報告案（答申素
　　案）をまとめた。中学の教育実習を現行の2週間から小学校並みの4週間へ延長することや，小中高
　　の免許取得の必修科目「教育相談」の最低単位数を2単位から4単位に拡充させ，カウンセリングを
　　含めるよう求めている。
1997．5．14　教課審第13回総会（出席委員19人）。「小学校，幼稚園，特殊教育諸学校の教育課程に関す
　　る検討課題」と「各教科等の改善の基本方針等」について検討した。
　　　小・幼・特殊についての議論が終わったところで，「教育課程の基本的在り方・枠組み等にっいて」
　　の審議は一区切りとし，総授業時間数にっいては減らす，高校の卒業必要単位数は引き下げる，教科・
　　領域等については現行のものに「総合的な学習の時間」を加える，選択幅の拡大については中・高に
　　おいて広げていく，という議論のまとめが行なわれた。
　　　「各教科等の改善の基本方針及び教育内容の厳選」については，「音楽，図画工作・美術」を審議し
　　た。
1997　5．27　教課審第14回総会（出席委員19人）。「各教科等の改善の基本方針及び教育内容の厳選」に
　　ついて，「国語科，生活科」を審議した。
19975．30第16期中教審は，「審議のまとめ（その2）」を公表した。1県に数校の公立中高一貫校を
　　導入し，6・3・3・4制の画一的平等主義から，6・6・4制（飛び級の場合は6・5・4制）を認める学
　　校制度の複線化を提言した。また，数学・物理分野で特に優秀な才能を持っ生徒の大学入学年齢を
　　「17歳以上（高2修了）」とする「飛び入学」を提案した。大学入試改革では，ペーパーテストから
　　の脱却と評価尺度や選考方法の多様化を打ち出し，アドミッション・オフィスの整備を提案。
1997．6．7　日教組の川上祐司委員長は記者会見で，中教審の「審議のまとめ（その2）」にっいて，「で
　　きる子を中心とした教育改革」と批判。
1997　6．ll教課審第15回総会（出席委員21人）。「各教科等の改善の基本方針及び教育内容の厳選」に
　　っいて，「道徳教育，特別活動，外国語」を審議した。道徳教育にっいては，きちんとやられていな
　　い点が指摘された。外国語にっいては，中学校での英語の必修化の意見が大勢を占めた。
1997．6．18教課審第16回総会（出席委員17人）。「各教科等の改善の基本方針及び教育内容の厳選」に
　　っいては，「算数・数学科，理科」を審議した。それに先立ち，「高等学校教育の改善に関する協力者
　　会議」での検討が進んでいることを踏まえて「高等学校の必修の課し方」にっいて議論した。
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　同日，「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律
（平成9年法律第90号）」（略称：介護等体験特例法）が議員立法で成立。
1997．6．23　教課審第17回総会（出席委員21人）。「各教科等の改善の基本方針及び教育内容の厳選」に
　　ついては，「社会科・地理歴史科・公民科，体育・保健体育科，幼稚園教育」を審議した。
1997．6．26　第16期中教審は，第2次答申を小杉文相に提出。内容は，「審議のまとめ（その2）」とほぼ
　　同じ。
　　　千葉大学「飛び入学」導入を決定。
1997．7．9　教課審第18回総会（出席委員18人）。「各教科等の改善の基本方針及び教育内容の厳選」に
　　ついては，「幼稚園教育，家庭科，技術・家庭科，職業に関する各教科・科目」を審議した。その後，
　　「総合的な学習の時間」にっいて，授業時数や教育課程上の位置づけを突っ込んで議論した。また，
　　「社会科・地理歴史科・公民科，外国語」にっいて補足の議論をした。ここで，高校の地歴科で日本
　　史を必修にすべきだという意見が出たが，文部省側の説明で押しきられた。さらに，神戸の事件を踏
　　まえて「心の教育」についても意見交換された。
1997。7．16　教課審第19回総会（出席委員15人）。「盲学校，聾学校，養護学校などの教育課程」につい
　　て審議した後，「国際化対応，情報教育，環境教育」について「総合的な学習の時間」の扱いともか
　　らんで議論した。さらに，再び「教育課程の基本的な枠組み」に立ち戻って，「総授業時数」の削減
　　について審議した。
1997．7．28　教課審第20回総会（出席委員20人）。まず，前回に引き続き「総授業時数」について審議
　　したが，授業時数の削減には反対の声も強い。次いで「高等学校の教育課程に関する考え方」につい
　　ては，「各教科に2単位科目を設けて必修とする案」と「複数の教科をまとめてカテゴリーを設定す
　　る案」とを比較検討した。さらに，「中学校における必修と選択」にっいて審議し，義務教育で教え
　　るべき社会生活を送るのに十分な必修内容はどういうレベルのものかという議論をした。さらに，
　　「中間まとめ」の原案にっいて審議した。加えて，「学習の評価について」を審議し，最後に「教育課
　　程の基準の改善の関連事項全体にっいて」ということで，主に，教科書，教員，部活動などについて
　　意見交換した。
　　　同日，教養審（蓮見音彦会長）は，第1次答申を小杉文相に提出。いじめや不登校などの問題に対
　　処できるよう，教員養成カリキュラムを教科偏重型から実践力重視型へ転換し，中学教員志望者の教
　　育実習を4週間へ延長する等の具体策を打ち出した。
1997。7．31　文部省，「飛び入学」を制度化する省令改正。
1997．8．4小杉隆文相は，第16期中教審（有馬朗人会長）に「幼児期からの心の教育の在り方」を諮
　　問。神戸市の小学生連続殺傷事件を受けたもの。
　　　同日，教課審は，国立オリンピック記念青少年総合センターで，「1日教育課程審議会」を開催し
　　た。
1997　8．5　小杉隆文相は，中教審の第2次答申などを踏まえて「教育改革プログラム」を改定し，橋本
　　首相に提出。
1997．9．5教課審第21回総会（出席委員21人）。起草委員会（運営委員会と同メンバー）の手になる
　　「中間まとめ」の構成等にっいて説明があり，原案に基づいて意見の交換をした。次いで，「高等学校
　　の教育課程に関する考え方」にっいて審議した。さらに，「総授業時数」についても議論した。
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1997．9．ll第2次橋本改造内閣発足。文部大臣は町村信孝。
1997　9．22　教課審第22回総会（出席委員21人）。町村信孝文相の挨拶。前回同様，「中間まとめ」の原
　　案をもとに討議した。「総授業時数」にっいては，小・中・高とも「週当たり2単位時間」を削減す
　　る方向を確認し素案を了承した。「総合的な学習の時間」は，小学校3年次より高校まで「週2時間
　　以上」導入することに。また，中学校では教育内容の厳選とあわせて学年進行で大幅に選択科目を導
　　入していくことを確認した。
1997．9．30　教課審第23回総会（出席委員18人）。「中間まとあ」の原案に基づいて，「各教科等ごとの
　　改善方針について」集中的に審議した。「幼稚園」「国語」「社会，地理歴史，公民」「算数，数学」
　　「理科」「生活」「音楽，芸術（音楽）」「図画工作，美術，芸術（美術，工芸）」「芸術（書道）」の各教
　　科について検討o
　　　同日，町村信孝文相は，第16期中教審に対し，地方分権や教育改革の推進に向けた地方教育行政
　　の在り方の検討を諮問。国・都道府県・市町村の関係の全面見直しの検討を要請した。地教委が任命
　　した教育長を文相らが承認する制度の廃止や適任者の確保策，国から県・市町村，県から市町村への
　　指導・助言の見直しなどが論点。地方教育行政の抜本見直しは，1956年の「地方教育行政の組織及
　　び運営に関する法律」（地教行法）の制定以来初めて。中教審は，市町村長の代表らを専門委員に加
　　えて小委員会を新設し，97年度中にも答申する予定。
1997，10．3情報化時代に対応した学校教育を検討している文部省の専門家会議（主査・清水康敬・東京
　　工業大学教授）は，高校での新教科「情報」設置など情報教育の改善を求ある第1次報告を提出した。
　　この内容は，教課審の審議に反映される。小学校では学習指導要領にコンピュータなどの積極的活用
　　をはっきり位置付け，新設の「総合的学習」で扱うことを奨励。中学校では，技術・家庭科の選択領
　　域「情報基礎」を必修とし，より進んだ内容の選択領域も設ける。高校では「情報」を創設し，基礎
　　的なものやコンピュータ活用に関するものなど複数の科目を置いて，生徒の実態に応じて選択できる
　　ようにすべきで，「情報」は必修が望ましい，としている。
1997．10．6　教課審第24回総会（出席委員19人）。前回に引き続き，「中間まとめ」の原案に基づいて，
　　「各教科等ごとの改善方針について」，「家庭，技術・家庭」「体育，保健体育」「外国語」「職業に関す
　　る各教科・科目」「道徳教育」の順に審議した。外国語教育について，中学・高校では文法や知識よ
　　りコミュニケーション能力を重視した改訂を行なうことを決めた。中学校の外国語（英語）は，選択
　　から必修にする。小学校では完全5日制下で新設される「総合的な学習の時間」を活用し，国際理解
　　の一環として歌や会話に触れさせたい。
　　　同日，中央教育審議会は「今後の地方教育行政の在り方」を集中審議する小委員会（河野重男座長）
　　を設置。正委員9人と専門委員21人がメンバー。
1997．10．9　教課審第25回総会（出席委員16人）。前回に引き続き，「中間まとめ」の原案に基づいて，
　　「各教科等ごとの改善方針について」，「特別活動」「盲・聾・養護学校」にっいて審議した。「特別活
　　動」については，小学校4年生以上で必修扱いとなっているクラブ活動にっいて，中学・高校では廃
　　止することを決めた。小学校では存続するが，各学校の判断にゆだねた弾力的な運用を求める方針。
　　次いで，「各学校段階等を通じる教育課程の編成及び授業時数等の枠組み」にっいて，「総合的な学習
　　の時間」にっいて議論を深めた。また，「中・高の教育課程」においては，高校の「情報」にっいて
　　検討した。
1997．10．12毎日新聞は朝刊1面トップに「国語ディベート充実。小中高教科／改定ポイント素案。教育
　　課程審／表現力に重点」という見出しで，教課審の中間報告素案を大きく報道。「社会・地理歴史・
　　公民」では，課題学習など主体的学習により国際社会に生きる日本人の資質を育成。小学3・4年は
　　地域に密着した学習を重視し，6年の歴史は人物や文化遺産に焦点を当てた学習を徹底し，通史的な
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学習としない。中学の歴史は日本の歴史の大きな流れをっかむ。高校の地理歴史は現代社会の課題を
考える力を養う観点から科目内容を見直す。
1997．10．17　教課審第26回総会（出席委員19人）。前回に引き続き，「中間まとめ」の原案に基づいて，
　　「教育課程の基準の基本的な考え方や改善のねらい」「各学校段階の教育課程について（特に高等学校）」
　　「教育課程の基準の改善の関連事項について」審議した。
1997．10．23　教課審第27回総会（出席委員14人）。起草委員会による「中間まとめ（案）」について，文
　　案を全体的に審議した。三浦会長，西澤副会長が欠席のため，「教育課程審議会令」及び「運営規則」
　　によって，会長指名の河野重男委員が会長代理となって取り進めた。
1997．ll．10教課審第28回総会（出席委員18人）。前回同様，「中間まとめ（案）」の文案の総合的検討
　　や修正点の確認をした。今回で，「中間まとめ（案）」は基本的に了解され，修正については会長一任
　　とされた。
1997．11．17　教課審第29回総会（出席委員16人）。教育課程審議会（三浦朱門会長）は，これまでの1
　　年3か月にわたる審議を，「中間まとめ」として公表することを決め，その参考資料としての「教科
　　等の構成及び授業時数（案）」もあわせて公表することとし，途中から出席した町村文相に手交した。
　　また，2年目に入る教課審の今後の予定にっいて，新委員を委嘱し，分科会や委員会を発足させるこ
　　とが説明された。「中間まとめ」の内容は，各学校での授業内容がこれまで全国横並びであったもの
　　を，各学校の創意工夫により学校裁量の時間枠を大幅に増やしたのが特色。教育課程の大枠での変更
　　は次のとおり。①授業時間数を現行より週当たり2時間削減する。②小学校3年以上に「総合的な学
　　習の時間」を新設。小学校では英会話などに触れる機会とする。③中学校で外国語（英語）は必修と
　　するが，全体に選択教科を増やす。④情報教育の強化。
1997．12．12　文部省は，教育課程審議会委員43名を新たに任命。現委員25名とあわせて68名となる。
　　　同日，教課審第30回総会（出席委員57人）。新委員を加えた初会合を開いた。町村文相の挨拶の
　　後，初等教育教育課程・中学校教育課程・高等学校教育課程の3分科審議会と，特殊教育部会を設置
　　することが決められ，委員の分属が行なわれた。また，後日，「国語，社会・地理歴史・公民算数・
　　数学，理科，生活，芸術，家庭・技術家庭，体育・’保健体育，外国語，道徳，特別活動」の11委員
　　会と「総合的な学習の時間等特別委員会」「幼稚園部会」が設置されることが了承された。なお，当
　　初の諮問時からの委員（25名）による「総括委員会」を設置するとともに，「運営委員会」は引き続
　　き置かれ，そのメンバーには各分科会や部会の代表と副代表も加わることになった。
1998．2．4　毎日新聞は朝刊1面トップに「モラルの低下／大人が率先して是正を。相次ぐ少年事件／中
　　教審「心の教育』試案。家庭のしつけ初めて言及」，という見出しで，第16期中教審「幼児期からの
　　心の教育の在り方に関する小委員会」（座長・木村孟・前東工大学長）の座長試案（中間報告骨子案）
　　を大きく報道。
19982．24　町村信孝文相は閣議後の記者会見で，完全学校週5日制を1年繰り上げで2002年度から実
　　施する方針を表明。学校現場や経済界に「ゆとり」を掲げた教育改革の早期実施を望む声が強いこと
　　と，一連の少年事件への対応も考慮したと述べた。
1998　3．3　橋本内閣は，教員免許法「改正」案を閣議決定し，国会に提出。97年7月の教養審（蓮見
　　音彦会長）第1次答申を受けた改正案。一連の少年事件への対応も考慮しての早期閣議決定となった。
1998。3．10　橋本内閣は，学校教育法「改正」案を閣議決定し，国会に提出。中高一貫教育校の名称は
　　「中等教育学校」とする。
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1998．4．28文部省は，教課審の「中間まとめ」などの各種審議会の答申等を踏まえて「教育改革プログ
　　ラム」を再度改訂し，橋本首相に提出した。完全学校週5日制を2002年度から実施すると明記。
1998。5。20　中央教育審議会の有馬朗人会長は，7月の参議院議員選挙に自民党の比例代表筆頭候補とし
　　て出馬するために，辞任した。
1998．6．4　教育職員免許法一部改正案，衆議院本会議で可決成立（4月17日，参院可決。5月27日，
　　衆院文教委員会審議入り。6月3日，同委員会で可決）。7月1日施行。
1998．6．5学校教育法「改正」案，参議院本会議で可決成立。これにより，公立の中高一貫の「中等教
　　育学校」が1999年度より設置可能となった。
1998．6．22教育課程審議会（三浦朱門会長）は，教育課程の基準の改善について「審議のまとめ」を公
　　表した。
1998．6．30　中央教育審議会（根本二郎会長）は，「幼児期からの心の教育の在り方」（心の教育）の答申
　　を公表した。また，空席の会長には，根本二郎・日経連会長・日本郵船会長を互選。中教審会長に財
　　界出身者が就任するのは初めてで，橋本首相の強い意向による。
（筆者作成。資料：文部省ホームページ「教育課程審議会」，毎日新聞など）
教育課程審議会委員名簿（50音順／肩書きは就任当時のもの）
〈1996年8月就任〉
　荒井　桂（埼玉県教育委員会教育長），安藤和津（エッセイスト），安藤駿英（東京都中央区立京橋築
地小学校長）97年5月27日より，川合眞紀（理化学研究所主任研究員），河野重男（東京家政学院大
学長），小林陽太郎（富士ゼロックス株式会社代表取締役会長），今野由梨（株式会社生活科学研究所長），
坂元弘直（国立科学博物館長），薩日内信一（東京都渋谷区立大向小学校長）97年5月26日まで，里
中満智子（漫画家），佐野金吾（東京都新宿区立西戸山中学校長），塩　美佐枝（東京都江東区立つばめ
幼稚園長），鈴木仁（社団法人日本PTA全国協議会専務理事），高木剛（ゼンセン同盟会長），田
村哲夫（学校法人渋谷教育学園理事長。幕張中高等学校長），永井順國（読売新聞社論説委員），西澤潤
一（東北大学長），服部祥子（大阪府立看護大学教授），細村迫夫（群馬大学教授），堀田　力（弁護士・
財団法人さわやか福祉財団理事長），三浦朱門（日本芸術文化振興会会長・作家），宮本美沙子（日本女
子大学長），無藤　隆（お茶の水女子大学教授），山極　隆（富山大学教授），山下泰裕（東海大学教授），
和田征士（東京都立戸山高等学校長），以上25人。
　〈1997年12月就任〉
　秋山　仁（東海大学教授），阿部幸子（青山学院女子短期大学教授），天笠　茂（千葉大学教授），荒
川明照（東京芸術大学教授），篭谷利夫（国立特殊教育総合研究所長），井口　茂（東京都立小石川工業
高等学校長），上杉賢士（千葉県総合教育センター研究指導主事），大迫さかゑ（東京都港区立青南幼稚
園長），大澤正子（東京都教育委員会指導部初等教育指導課長），大畑祥子（日本女子大学教授），大南
英明（東京都立青鳥養護学校長），岡田修二（静岡県立小笠高等学校長），片岡暁夫（筑波大学教授），
加藤秋美（高知県教育委員会障害児教育室長），橘田紘洋（愛知教育大学教授），工藤文三（国立教育研
究所教科教育開発研究室長），久保美和子（宗吾保育園長），栗原尚子（お茶の水女子大学助教授），小
松彦三郎（東京理科大学教授），近藤弘子（社会福祉法人侑愛会おしま学園長），齊藤弘安（東京都渋谷
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区立松濤中学校長），佐保田亘正（東菅幼稚園長），皇　紀夫（京都大学教授），瀬尾政雄（筑波大学教
授），高橋ヨシ子（東京都立教育研究所経営研究部長），田辺洋二（早稲田大学教授），寺川智祐（広島
女子商短期大学長），寺本敬彦（東京都立忍岡高等学校長），鳥海　靖（中央大学教授），西嶋美那子
（日本経営者団体連盟労務法制部次長），西野真由美（国立教育研究所主任研究官），西間三馨（国立療
養所南福岡病院長），能田伸彦（筑波大学教授），藤森喜子（東京都世田谷区立希望丘中学校長），船津
春美（福岡県中間市教育委員会教育長），本間久英（東京学芸大学教授），三浦　和（全国特殊教育推進
連盟理事長），水谷　修（国立国語研究所長），緑川佑介（東京都立光丘高等学校長），味村美恵子（東
京都世田谷区立太子堂小学校教諭），村上美智子（京都市立御所南小学校長），森　昭三（筑波大学副学
長），山本文茂（東京芸術大学教授），以上43人。
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The　Process　of　Reformation　of　Geographical　Education　and
　　　　　Social　Studies　Education　by“Educational　Reform”
TANIKAWA　Naoya
　　　On　17th　of　November　in　1997，　the　Curriculum　Council　made　public　its　Midterm　Re－
port　which　contain　following　new　ideas．
　①The　five－schooldays’system　begins　with　2002．
　②The　newly　established‘‘Period　of　Comprehensive　Study”（tentative　name）．
　③Social　Studies，　Geography　and　History，　Civics．
　　　a）　Instead　of　expecting　students　to　memorize　all　the　relevant　knowledge，　it　will　be
　　　　　important　to　help　them　develop　qualities　required　as　Japanese　in　the　international
　　　　　SOCIety．
　　　b）　Specific　and　concrete　case　studies　will　be　emphasized　in　geography　and　civics　at
　　　　　lower　secondary　schooL
　　　c）　The　task－oriented　research　approach　will　be　employed　iri　geography　and　history
　　　　　class　and　civics　class　at　upPer　secondary　school．　In　this　apProach，　a　task　in　geo・
　　　　　graphy　and　history　class　is，　for　example，　to　research　on　changes　in　a　specific　region
　　　　　or　to　research　on　food，　clothing　and　housing．　Through　the　research，　the　students
　　　　　will　be　able　to　learn　to　view　things　from　historical　and　geographical　points，　and
　　　　　that　will　accelerate　the　development　of　students’various　thinking　abilities．
Keywords：Geographical　Education，　Socia且Studies　Education，　the　Curriculum　Council，　the　Central
　　　　　　　　Council　for　Education，　Ministory　of　Education，　Science，　Sports　and　Cultufe
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